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策
緊
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整
備
事
業
に
係
る
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政
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す
る
法
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会

政
府
は
、
地
震
防
災
対
策
の
よ
り
一
層
の
推
進
を
図
る
た
め
、
地
震
の
発
生
確
率
を
予
測
す
る
長
期
評
価
等
地
震
に
関
す
る
調
査
研

究
の
成
果
を
踏
ま
え
、
特
に
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
、
そ
の
運
用
に
遺
憾
な
き
を
期
す
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
地
震
に
よ
る
倒
壊
の
危
険
性
が
高
い
全
国
の
学
校
施
設
等
の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
、
特
に
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

促
進
に
万
全
を
期
す
る
こ
と
。

二
、
チ
リ
中
部
沿
岸
を
震
源
と
す
る
地
震
に
よ
る
津
波
の
際
の
避
難
状
況
を
詳
細
に
検
証
し
、
津
波
に
対
す
る
住
民
の
避
難
意
識
の
向

上
を
図
る
と
と
も
に
、
よ
り
効
果
的
な
避
難
対
策
の
実
施
に
向
け
て
、
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
整
備
、
防
災
教
育
の
普
及
、
観
測
体
制

の
整
備
等
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
津
波
に
よ
り
、
養
殖
施
設
・
水
産
物
に
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
た
こ
と
か
ら
、
被
災
者
支
援
の

強
化
に
向
け
て
検
討
を
行
う
こ
と
。

三
、
我
が
国
は
、
全
国
ど
こ
で
も
地
震
が
発
生
し
得
る
地
震
国
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
震
防
災
上
緊
急
に
整
備
す
べ
き
施
設
等
の
整
備

促
進
に
つ
い
て
は
、
地
域
に
お
い
て
格
差
が
生
じ
な
い
よ
う
、
今
後
一
年
以
内
に
検
討
を
加
え
、
充
実
強
化
の
た
め
に
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
こ
と
。
ま
た
、
近
年
、
国
内
外
で
発
生
し
て
い
る
大
規
模
地
震
が
も
た
ら
す
様
々
な
教
訓
を
踏
ま
え
、
地
震
防
災
対
策
の

在
り
方
を
随
時
見
直
し
、
そ
の
実
効
性
に
万
全
を
期
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


